
事業番号 - - -

（ ）

0.8

令和4・5年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求

計 30 16

0.7

委員等旅費 1

予算
の状
況

-

前年度から繰越し

主な増減理由

初等中等教育振興事業委
託費

19 14 ※金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致し
ない場合がある。

教職員研修費

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

69% 26% 45%

執行率（％） 69% 26% 45%

職員旅費 0.9 0.5

その他 0 0

7 0.4

諸謝金 2

- - - -

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

新学習指導要領の下での全国の学校における指導上の課題の改善に結びつく取組として、教育委員会等への委託により、
①これからの時代に求められる資質・能力を育むためのカリキュラム・マネジメントの在り方に関する調査研究
②主体的な社会参画の力を育む指導の充実
を行い、その成果を全国の指導主事を対象とした会議や一般誌において公表し普及する。

実施方法 直接実施、委託・請負

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

執行額 63 10 15

計 91 39 33 30 16

予備費等 - - - -

主要政策・施策 子ども・若者育成支援 主要経費 文教及び科学振興

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

基礎的・基本的な知識・技能を習得するとともに、自ら課題を発見し、他者と協働してその解決に取り組み、新たな価値を創造する力、社会性や人間関係形成
能力などを育成することが一層重要となっていることから、学習プログラムの開発、指導方法・指導体制の工夫・改善、国際バカロレアのカリキュラムの分析を
行ったり、弾力的な時間割編成や教育効果を高めるための指導計画、教材等の在り方について実践的な調査研究を実施し、それらの成果を普及することで、
新学習指導要領の着実な実施を推進する。

教育課程課
教育課程課長
常盤木　祐一

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

学校教育法施行規則第52条（小学校）
同74条（中学校）
同79条の６（義務教育学校）
同84条（高等学校）
同108条（中等教育学校）
同129条（特別支援学校）

関係する
計画、通知等

・第3期教育振興基本計画（平成30年6月15日閣議決定）
・中央教育審議会答申（平成20年1月17日）「幼稚園、小学
校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領の
改善について」
・幼稚園教育要領（平成20年3月告示）
・小学校学習指導要領（平成20年3月告示、平成27年3月一
部改正）
・中学校学習指導要領（平成20年3月告示、平成27年3月一
部改正）
・高等学校学習指導要領（平成21年3月告示）
・特別支援学校幼稚部教育要領（平成21年3月告示）
・特別支援学校小学部・中学部学習指導要領（平成21年3月
告示、平成27年3月一部改正）
・特別支援学校高等部学習指導要領（平成21年3月告示）
・中央教育審議会答申（平成28年12月21日）「幼稚園、小学
校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等
の改善及び必要な方策等について」
・幼稚園教育要領（平成29年3月告示）
・小学校学習指導要領（平成29年3月告示）
・中学校学習指導要領（平成29年3月告示）
・高等学校学習指導要領（平成30年3月告示）
・特別支援学校幼稚部教育要領（平成29年4月告示）
・特別支援学校小学部・中学部学習指導要領（平成29年4月
告示）
・特別支援学校高等部学習指導要領（平成31年2月告示）

翌年度へ繰越し - - - -

- -

令和5年度要求

当初予算 91 39 33 30 16

補正予算 -

-

事業名 新学習指導要領の着実な実施に向けた取組の推進 担当部局庁 初等中等教育局 作成責任者

事業開始年度 平成27年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

2022 文科 21 0063

令和4年度行政事業レビューシート 文部科学省



成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度

78.3 - -成果実績 割合 77.8 -

達成度 101 -％ 101

-

令和３年度全国学力・学習状況調査（出典：国立教育政策研究所）

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度 令和2年度

カリキュラム・マネジメント
の手引きの作成、地域や
現実社会における諸課題
を追究したり解決したりす
る実践的な学習プログラム
の開発

委託先の成果物の提出件
数
※令和２年度は新型コロナ
ウイルス感染症の影響によ
り、「主体的な社会参画の
力を育む指導の充実」は中
止した。

活動実績 件

単位 令和元年度 令和2年度

　　円/件

目標値 割合 76.9

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

単位当たり
コスト

令和3年度 4年度活動見込

12/17 15/17

4 年度 -

中間目標 目標最終年度

-

年度

- 77.8 78.3

執行額（百万円）／委託件数（件）

※令和２年度は新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、「主体的な社会参画の力を育む指導の充実」は中止

した。

1.3 0.5 0.7 0.9

計算式

17 - -

当初見込み 件 30 14 17 17 17

令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

43 14

算出根拠

課題解決に向けた主体的・
協働的な学びの充実（小学
校）

全国学力・学習状況調査質
問紙調査における「授業で
課題解決に向けて主体的
に取り組む姿勢」を前年度
より向上させる。

全国学力・学習状況調査質
問紙調査における「授業で
課題解決に向けて主体的
に取り組む姿勢」（５年生ま
でに受けた授業では，課題
の解決に向けて，自分で考
え，自分から取り組んでい
ましたかとの質問に対して
「当てはまる」「どちらかと言
えば当てはまる」と回答し
た割合の合計）

※令和２年度は、新型コロ
ナウイルス感染症の影響
により、調査が中止となっ
たため未記載

55/43 ７/14

-

単位当たり
コスト －

活動内容
（アクティビ

ティ）

学習プログラムの開発、指導方法・指導体制の工夫・改善、弾力的な時間割編成や教育効果を高めるための指導計画、教材等の在り方につ
いて実践的な調査研究を実施するため、教育委員会及び大学法人等学校設置者を対象に委託する。



成果実績 割合

108 - -

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

0.9

計算式 　　円/件 55/43 ７/14 12/17 15/17

執行額（百万円）／委託件数（件）

※令和２年度は新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、「主体的な社会参画の力を育む指導の充実」は中止

した。

単位当たり
コスト －

％ 101 -

-

75 -

75 81

課題解決に向けた主体的・
協働的な学びの充実（中学
校）

全国学力・学習状況調査質
問紙調査における「授業で
課題解決に向けて主体的
に取り組む姿勢」を前年度
より向上させる。

令和元年度

1.3 0.5

- -
全国学力・学習状況調査質
問紙調査における「授業で
課題解決に向けて主体的
に取り組む姿勢」（１，２年
生のときに受けた授業で
は，課題の解決に向けて，
自分で考え，自分から取り
組んでいましたかとの質問
に対して「当てはまる」「ど
ちらかと言えば当てはまる」
と回答した割合の合計）

※令和２年度は、新型コロ
ナウイルス感染症の影響
により、調査が中止となっ
たため未記載

達成度

17

0.7

81

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
令和３年度全国学力・学習状況調査（出典：国立教育政策研究所）

目標値 74 -

- 年度

単位

中間目標 目標最終年度

4

- -

17 17当初見込み 件 30 14

令和2年度

カリキュラム・マネジメント
の手引きの作成、地域や
現実社会における諸課題
を追究したり解決したりす
る実践的な学習プログラム
の開発

委託先の成果物の提出件
数
※令和２年度は新型コロナ
ウイルス感染症の影響によ
り、「主体的な社会参画の
力を育む指導の充実」は中
止した。

活動実績 件 43 14

活動目標 活動指標

令和3年度 4年度活動見込

17

令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

年度

活動内容
（アクティビ

ティ）

学習プログラムの開発、指導方法・指導体制の工夫・改善、弾力的な時間割編成や教育効果を高めるための指導計画、教材等の在り方につ
いて実践的な調査研究を実施するため、教育委員会及び大学法人等学校設置者を対象に委託する。

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

割合

令和元年度 令和2年度 令和3年度



55/43 ７/14

計算式 　　円/件 55/43

件

令和元年度 令和2年度 令和3年度

17

当初見込み

７/14

0.7

- -

17 17

－執行額（百万円）／委託件数（件）

※令和２年度は新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、「主体的な社会参画の力を育む指導の充実」は中止

した。

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
令和３年度全国学力・学習状況調査（出典：国立教育政策研究所）

令和元年度 令和2年度 令和3年度
中間目標

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標

執行額（百万円）／委託件数（件）

※令和２年度は新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、「主体的な社会参画の力を育む指導の充実」は中止

した。

単位当たり
コスト

単位

　　円/件

中間目標 目標最終年度

4

12/17 15/17

- -

目標値 割合 50 -

地域や社会に関わる活動
の充実（小学校）

全国学力・学習状況調査質
問紙調査における「地域や
社会に関わる姿勢」を前年
度より向上させる。

全国学力・学習状況調査質
問紙調査（小学校）におけ
る地域や社会をよくするた
めに何をすべきかを考える
ことがありますかという問い
に対して、「当てはまる」、
「どちらかといえば、当ては
まる」と回答した割合の合
計

※令和２年度は、新型コロ
ナウイルス感染症の影響
により、調査が中止となっ
たため未記載

43.7 - -

目標値 割合 38.9 - 39.4 43.7 -

地域や社会に関わる活動
の充実（中学校）

全国学力・学習状況調査質
問紙調査における「地域や
社会に関わる姿勢」を前年
度より向上させる。

全国学力・学習状況調査質
問紙調査（中学校）におけ
る地域や社会をよくするた
めに何をすべきかを考える
ことがありますかという問い
に対して、「当てはまる」、
「どちらかといえば、当ては
まる」と回答した割合の合
計

※令和２年度は、新型コロ
ナウイルス感染症の影響
により、調査が中止となっ
たため未記載

成果実績 割合 39.4 -

達成度 ％ 101 -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
令和３年度全国学力・学習状況調査（出典：国立教育政策研究所）

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

4年度活動見込

単位当たり
コスト 1.3 0.5

12/17

目標最終年度

4 年度 - 年度

96.3 - -

15/17

111 - -

成果実績 割合 54.5 -

達成度 -

年度 - 年度

当初見込み 件 30 14 17

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
単位 令和元年度

件

0.9－ 1.3 0.5

令和元年度 令和2年度

54.5 52.5 -

43 14

令和3年度 4年度活動見込算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

17

単位当たり
コスト

算出根拠 単位

単位 令和元年度

5年度
活動見込

カリキュラム・マネジメント
の手引きの作成、地域や
現実社会における諸課題
を追究したり解決したりす
る実践的な学習プログラム
の開発

委託先の成果物の提出件
数
※令和２年度は新型コロナ
ウイルス感染症の影響によ
り、「主体的な社会参画の
力を育む指導の充実」は中
止した。

活動目標 活動指標

カリキュラム・マネジメント
の手引きの作成、地域や
現実社会における諸課題
を追究したり解決したりす
る実践的な学習プログラム
の開発

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

単位当たり
コスト

- -

17 17

計算式

活動実績

0.9

30 14 17

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

0.7

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

活動内容
（アクティビ

ティ）

学習プログラムの開発、指導方法・指導体制の工夫・改善、弾力的な時間割編成や教育効果を高めるための指導計画、教材等の在り方につ
いて実践的な調査研究を実施するため、教育委員会及び大学法人等学校設置者を対象に委託する。

活動内容
（アクティビ

ティ）

学習プログラムの開発、指導方法・指導体制の工夫・改善、弾力的な時間割編成や教育効果を高めるための指導計画、教材等の在り方につ
いて実践的な調査研究を実施するため、教育委員会及び大学法人等学校設置者を対象に委託する。

活動指標

成果指標

％ 109

委託先の成果物の提出件
数
※令和２年度は新型コロナ
ウイルス感染症の影響によ
り、「主体的な社会参画の
力を育む指導の充実」は中
止した。

活動実績 件 43 14

52.5

令和3年度



支出先の選定に当たっては、十分な公告期間を確保した上
で、公募（企画競争）を実施している。

複数年の調査研究については、２年目以降の契約は形式的
に競争性のない随意契約となるが、契約初年度に上記のと
おり競争性を確保している。

毎年度、各委託先の実施状況等について確認等を行い継続
の可否を判断することで、各年度の事業の妥当性を確保し
ている。

○
事業実施の各段階において、経費の使途や使用状況、事業
目的との整合性等について、随時、確認を行い精査してい
る。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
事業実施の各段階において、経費の使途や使用状況、事業
目的との整合性等について、随時、確認を行い精査してい
る。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○

受託先において、新型コロナウイルス感染症の影響により、
出張の中止や会議の開催方法の見直しが行われたほか、
受託先の経費及び本省執行分の事務費の経費節減を図っ
たことにより、不用率に影響した。

‐ -

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○
謝金や旅費、印刷製本費など、事業に必要最低限の経費の
み計上している。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ‐ -

施策

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

無

競争性のない随意契約となったものはないか。 有

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○

学校教育においては、基礎的・基本的な知識・技能の習得、
及びこれらを活用して課題を解決するために力を育むことが
求められているところ（学校教育法第30条第２項）であり、そ
の実現を図ることが求められている。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

学習指導要領において問題解決的な学習を重視する旨規
定されているほか、教育振興基本計画において、言語活動
の充実等を通じた協働型、双方向型の授業革新が盛り込ま
れているところであり、一定の教育水準を確保する観点か
ら、国として本事業に取り組むことが必要である。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○
全国において、課題解決に向けた主体的・協働的な学びを
推進するためには、課題を踏まえた各種実践研究の実施と
その成果の普及が必要であり、優先度の高い事業である。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

2　確かな学力の向上、豊かな心と健やかな体の
育成と信頼される学校づくり

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

政策評価書
URL

https://www.mext.go.jp/content/20211224-mxt_kanseisk02-000019646_2-
1.pdf

該当箇所 施策目標2-1-1～2-1-4

政
策
評
価

、
新
経

済
・
財
政
再
生
計

画
と
の
関
係

政
策
評
価

政策 2　確かな学力の向上、豊かな心と健やかな体の育成と信頼される学校づくり



事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○
成果実績は、成果目標をおおむね達成していることから、成
果実績は成果目標に見合っている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○
学校における実践的な学習プログラム開発等については、
自治体・教育委員会等への委託が妥当かつ効果的である。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○
活動実績は当初見込んだ件数に達しており、見込みに見

 合った活動となっている。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

-

当該事業で得られた成果物については、委託先で活用され
るとともに、協議会で周知するなど、活用・普及が図られてい
る。

点
検
・
改
善
結
果

点検結果

当事業は教育委員会等への委託により、
①これからの時代に求められる資質・能力を育むためのカリキュラム・マネジメントの在り方に関する調査研究
②主体的な社会参画の力を育む指導の充実
を行い、その成果を普及するものであり、実施にあたり事業実施計画書及び事業完了報告書等において、各受託団体における支出先・使途を
把握し、経費の使用状況や事業目的との整合性について確認を行っている。また、必要に応じて個別に問い合わせて追加書類を求める等、各
受託団体における支出先・使途の把握に努めている。

改善の
方向性

事業の実施にあたり、委託先の団体と十分に連絡調整を行い進捗状況を管理するとともに、事業目的に沿った成果が効率的に達成されるよう
に指導する。

事業番号 事業名



-

2021 文科 20

文部科学省 0068

令和3年度

令和2年度 文部科学省 0058

0062

平成30年度 58

令和元年度

平成28年度 28-0057

平成29年度 58

平成26年度 -

平成27年度

外部有識者の所見

外部有識者による点検対象外

行政事業レビュー推進チームの所見

事
業
内
容

の
一
部
改

善 この事業は、施策目標の達成に向けた十分な事業の成果が得られるよう、事業内容や成果指標及び成果目標値の設定を検討すべきである。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

平成24年度 -

平成25年度 -

執
行
等
改

善
学習指導要領の実施に伴い、授業改善のため取組として本事業を推進することで、児童生徒が課題解決に向けて主体的、対話的かつ協働的に
学ぶ授業を展開することができる。そのため、本事業における取組の成果が資質・能力の育成に結び付くと考えている。
引き続き成果指標や目標の適切な設定を意識しつつ、事業を遂行するよう努めてまいりたい。

備考

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年度 -

新27-0010



※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

なお、金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致しない場合がある。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

文部科学省

15百万円

実践研究の企画・評価、連絡協議

会の開催、実地調査の実施。

２０２０年度から順次実施さ

れた新学習指導要領で求

められる資質・能力を児童

生徒一人一人に身に着け

させるための教育課程を編

成・実施し、その取組状況

を評価し改善につなげてい

くことを通して、組織的かつ

計画的に自校の教育活動

の質の向上を図っていくこ

と（カリキュラム・マネジメン

ト）の充実を図るための実

証的な調査研究を行う。

Ａ．「これからの時代に求め

られる資質・能力を育むため

のカリキュラム・マネジメント

の在り方に関する調査研究」

都道府県教育委員会 等

（全８件）

７百万円

委託【随意契約（企画競争）】

諸謝金 ２百万円

職員旅費 0.4百万円

委員等旅費 0.8百万円 を含む

教職員研修費 0.1百万円

委託【随意契約（企画競争）】

Ｂ．「主体的な社会参画

の力を育む指導の充

実」

都道府県

教育委員会 等

（全８件）

４百万円

Ｃ．「主体的な社会参画

の力を育む指導の充

実」

大阪府教育委員会

0.8百万円

主権者として必要な資質・能力を育む教育を

推進するため、小・中・高等学校において、地

域や現実社会における諸課題を追究したり解

決したりする実践的な学習プログラムの開発

に係る実践研究を行い、その成果の普及を図

る。

Ｄ．「主体的な社会参画

の力を育む指導の充

実」

富田林市

0.3百万円

委託【随意契約（公募）】



支出先上位１０者リスト

A.

-

100％ -

8
国立大学法人熊本
大学

2330005002106

これからの時代に求められ
る資質・能力を育むための
カリキュラム・マネジメント
の在り方に関する調査研
究

0.3
随意契約

（企画競争）
19 100％

19 100％ -

7 山口県 2000020350001

これからの時代に求められ
る資質・能力を育むための
カリキュラム・マネジメント
の在り方に関する調査研
究

0.3
随意契約

（企画競争）
19

6 大阪府 4000020270008

これからの時代に求められ
る資質・能力を育むための
カリキュラム・マネジメント
の在り方に関する調査研
究

0.8
随意契約

（企画競争）

-

5 能代市 3000020052027

これからの時代に求められ
る資質・能力を育むための
カリキュラム・マネジメント
の在り方に関する調査研
究

1
随意契約

（企画競争）
19 100％ -

100％ -

4
国立大学法人大阪
教育大学

2122005002494

これからの時代に求められ
る資質・能力を育むための
カリキュラム・マネジメント
の在り方に関する調査研
究

1.2
随意契約

（企画競争）
19 100％

19 100％ -

3
国立大学法人福岡
教育大学

1290005005667

これからの時代に求められ
る資質・能力を育むための
カリキュラム・マネジメント
の在り方に関する調査研
究

1.2
随意契約

（企画競争）
19

2
国立大学法人信州
大学

3100005006723

これからの時代に求められ
る資質・能力を育むための
カリキュラム・マネジメント
の在り方に関する調査研
究

1.2
随意契約

（企画競争）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 棚倉町教育委員会 6000020074811

これからの時代に求められ
る資質・能力を育むための
カリキュラム・マネジメント
の在り方に関する調査研
究

1.4
随意契約

（企画競争）
19 100％ -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

計 0.8 計 0.3

事業費 その他（消耗品費、旅費） 0.1

事業費 雑役務費 0.1

事業費 諸謝金 0.1 事業費 旅費 0.1

事業費 借損料 0.2 事業費 諸謝金 0.1

再委託費 再委託費（富田林市） 0.3 事業費 消耗品費 0.2

Ｃ. 大阪府教育委員会 Ｄ. 富田林市

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 1.4 計 0.9

印刷製本費 0.1 その他（印刷製本費、通信運搬費） 0.1

0.2 諸謝金 0.1

消耗品費 0.3 旅費 0.2

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

事業費 再委託費 0.8 事業費 消耗品費 0.4

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.棚倉町教育委員会 B.静岡県教育委員会

費　目 使　途

諸謝金



B

C

D

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

- - -

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - -

ﾌﾞﾛｯｸ
名

契　約　先 法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）

- - -1 富田林市 7000020272141
実社会との接点を重視した
課題解決型学習プログラム
に係る実践研究

0.3
随意契約
（公募）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

90.9％ -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
大阪府教委育委員
会

4000020270008
実社会との接点を重視した
課題解決型学習プログラム
に係る実践研究

0.8
随意契約

（企画競争）
11

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

90.9％ -

11 90.9％ -

8 徳島県教育委員会 4000020360007
実社会との接点を重視した
課題解決型学習プログラム
に係る実践研究

0.2
随意契約

（企画競争）
11

7
国立大学法人東京
学芸大学

8012405001283
実社会との接点を重視した
課題解決型学習プログラム
に係る実践研究

0.3
随意契約

（企画競争）

-

6
国立大学法人千葉
大学

2040005001905
実社会との接点を重視した
課題解決型学習プログラム
に係る実践研究

0.3
随意契約

（企画競争）
11 90.9％ -

90.9％ -

5 三重県教育委員会 5000020240001
実社会との接点を重視した
課題解決型学習プログラム
に係る実践研究

0.3
随意契約

（企画競争）
11 90.9％

11 90.9％ -

4 北海道教育委員会 7000020010006
実社会との接点を重視した
課題解決型学習プログラム
に係る実践研究

0.4
随意契約

（企画競争）
11

3
国立大学法人香川
大学

7470005001659
実社会との接点を重視した
課題解決型学習プログラム
に係る実践研究

0.6
随意契約

（企画競争）

-

2
国立大学法人信州
大学

3100005006723
実社会との接点を重視した
課題解決型学習プログラム
に係る実践研究

0.8
随意契約

（企画競争）
11 90.9％ -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 静岡県教育委員会 7000020220001
実社会との接点を重視した
課題解決型学習プログラム
に係る実践研究

0.9
随意契約

（企画競争）
11 90.9％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）


